
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の７の第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年８月１日

【四半期会計期間】 第６期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

【会社名】 株式会社東理ホールディングス

【英訳名】 Tori Holdings Co., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　福村　康廣

【本店の所在の場所】 東京都中央区八重洲二丁目８番５号

【電話番号】 03(3548)1014（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　　　忍田　登南

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区八重洲二丁目８番５号

【電話番号】 03(3548)1014（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　　　忍田　登南

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社東理ホールディングス(E01329)

訂正四半期報告書

 1/26



１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成21年11月13日に提出いたしました第６期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）四半期報告書の記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、ＫＤＡ監査法人により四半期レビューを受け、その四半期レビュー報告書を

添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

１　生産、受注及び販売の状況

４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第５　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

注記事項

（セグメント情報）

（１株当たり情報）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

　　（訂正前）

連結経営指標等

回次
第５期
第２四半期
連結累計期間

第６期
第２四半期
連結累計期間

第５期
第２四半期
連結会計期間

第６期
第２四半期
連結会計期間

第５期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 （千円） 15,737,61711,102,7758,111,8865,580,49228,490,952

経常利益 （千円） 1,430,50170,2751,192,15534,4101,314,842

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（千円） 364,108 84,610 168,179 13,447△1,872,745

純資産額 （千円） ― ― 10,905,1029,378,7029,176,120

総資産額 （千円） ― ― 17,096,13815,259,70914,126,220

１株当たり純資産額 （円） ― ― 11.43 100.76 9.86

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期
（当期）純損失（△）

（円） 0.39 0.91 0.18 0.14 △2.01

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） ― ― 62.5 61.5 65.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 494,988 907,476 ― ― 691,822

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △765,797 75,432 ― ― △1,132,814

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △254,875△298,520 ― ― △626,655

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） ― ― 1,940,2162,082,6401,398,252

従業員数 （名） ― ― 645 611 646

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため及び１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりません。

４　平成21年７月31日付で株式10株を１株に併合しております。
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　　（訂正後）

連結経営指標等

回次
第５期
第２四半期
連結累計期間

第６期
第２四半期
連結累計期間

第５期
第２四半期
連結会計期間

第６期
第２四半期
連結会計期間

第５期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 （千円） 15,737,61711,074,8928,111,8865,552,60928,490,952

経常利益 （千円） 1,425,34932,7981,190,435 1,404 1,308,107

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（千円） 410,256 47,134 217,758△19,558△2,052,830

純資産額 （千円） ― ― 10,319,9388,529,8288,364,723

総資産額 （千円） ― ― 16,510,97414,409,56813,314,824

１株当たり純資産額 （円） ― ― 10.80 91.64 8.99

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期
（当期）純損失（△）

（円） 0.44 0.51 0.23 △0.21 △2.20

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） ― ― 61.2 59.2 62.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 494,988 907,476 ― ― 691,822

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △765,797 75,432 ― ― △1,132,814

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △254,875△298,520 ― ― △626,655

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） ― ― 1,940,2162,082,6401,398,252

従業員数 （名） ― ― 645 611 646

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため及び１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりません。

４　平成21年７月31日付で株式10株を１株に併合しております。
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第２【事業の状況】
 

１【生産、受注及び販売の状況】

(3）販売実績

　　（訂正前）

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

ダイカスト事業 1,190,471 △40.7

食品流通事業 2,780,430 △11.3

酒類製造事業 779,232 2.5

教育関連事業 675,836 3.2

不動産事業 47 △99.9

その他の事業 154,474 13.9

合計 5,580,492 △31.2

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　　（訂正後）

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

ダイカスト事業 1,190,471 △40.7

食品流通事業 2,780,430 △11.3

酒類製造事業 779,232 2.5

教育関連事業 647,952 △1.0

不動産事業 47 △99.9

その他の事業 154,474 13.9

合計 5,552,609 △31.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　（訂正前）

(1）経営成績

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱が、世界

的な規模での雇用の縮小や消費の落ち込みを招き、さらには円高による輸出企業の収益悪化により、家計や個人消費が圧

迫され、景気への悪影響が顕在化しました。政府の景気対策により、一部業種での回復の兆しが見えるものの、先行きに予

断を許さない状況であります。

　このような状況のなか、当社は成長性と安全性を重視した事業ポートフォリオの育成を基本方針として、投資先であるグ

ループ企業のバリューアップに努めてまいりました。その結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高55億８千万円

（前年同期81億１千１百万円）、営業利益１千６百万円（前年同期11億４千８百万円）、経常利益３千４百万円（前年同

期11億９千３百万円）、純利益１千３百万円（前年同期１億６千８百万円）となりました。

 

（省略）

 

　当社グループの教育事業につきましては、医療・福祉法人と提携し認知症緩和ケア教育（タクティール教育を含む）の

実施を行っている部門、株式会社立「ウィッツ青山学園高等学校」の運営を行っている部門および主に学習塾向け教材の

制作・販売及びテスト関連事業を行っている部門の三つに大別されます。認知症緩和ケア教育等の普及につきましては、

認知症ケアに対するニーズは大きく各地でのセミナー開催や広告効果により認知度は高まりつつあり、セミナー受講者数

は着実に増加しておりますが、普及のための広告宣伝費等の初期投資が先行しております。高等学校（定時制・通信制）

運営につきましては、平成17年９月に開校した新しい学校のため生徒数増大が最重要課題であり、特にインターネットを

活用した通信制課程の生徒獲得に注力しております。テスト関連部門では、中学生向け会場テストの新採点方式が高評価

を受け、公立中学を中心に順調にシェアを拡大しつつあります。その結果、全体として売上高６億７千５百万円（前年同期

６億５千４百万円）、営業利益９千１百万円（前年同期営業損失１千６百万円）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は152億５千９百万円（前連結会計年度末141億２千６百万円）となり11億

３千３百万円の増加となりました。

　これは主として現金及び預金６億７千７百万円、仕掛品１億７千７百万円、その他の流動資産２億９千３百万円の増加な

どによるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末における負債は58億８千１百万円（前連結会計年度末49億５千万円）となり９億３千１百

万円の増加となりました。

　これは主としてその他の流動負債13億９千８百万円増加しておりますが、その内訳は仮受金の増加13億６千８百万円で

あります。

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は93億７千８百万円（前連結会計年度末91億７千６百万円）となり２億２

百万円増加いたしました。

　これは主として四半期純利益１千３百万円、その他有価証券評価差額金１億１千８百万円の増加などによるものであり

ます。

 

（省略）

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結会計期間は９億２千５百万円の収入であります。（前第２四半

期連結会計期間は４億５千万円の支出）

　これは主として、その他の資産・負債の増減による流入が28億５千２百万円、売上債権の増減による流出が３億４千４百

万円、投資有価証券評価損が８億７千２百万円減少したことによるものであります。

 

（省略）
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　　（訂正後）

(1）経営成績

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱が、世界

的な規模での雇用の縮小や消費の落ち込みを招き、さらには円高による輸出企業の収益悪化により、家計や個人消費が圧

迫され、景気への悪影響が顕在化しました。政府の景気対策により、一部業種での回復の兆しが見えるものの、先行きに予

断を許さない状況であります。

　このような状況のなか、当社は成長性と安全性を重視した事業ポートフォリオの育成を基本方針として、投資先であるグ

ループ企業のバリューアップに努めてまいりました。その結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高55億５千２百

万円（前年同期81億１千１百万円）、営業損失１千１百万円（前年同期営業利益11億４千８百万円）、経常利益１百万円

（前年同期11億９千万円）、純損失１千９百万円（前年同期純利益２億１千７百万円）となりました。

 

（省略）

 

　当社グループの教育事業につきましては、医療・福祉法人と提携し認知症緩和ケア教育（タクティール教育を含む）の

実施を行っている部門、株式会社立「ウィッツ青山学園高等学校」の運営を行っている部門および主に学習塾向け教材の

制作・販売及びテスト関連事業を行っている部門の三つに大別されます。認知症緩和ケア教育等の普及につきましては、

認知症ケアに対するニーズは大きく各地でのセミナー開催や広告効果により認知度は高まりつつあり、セミナー受講者数

は着実に増加しておりますが、普及のための広告宣伝費等の初期投資が先行しております。高等学校（定時制・通信制）

運営につきましては、平成17年９月に開校した新しい学校のため生徒数増大が最重要課題であり、特にインターネットを

活用した通信制課程の生徒獲得に注力しております。テスト関連部門では、中学生向け会場テストの新採点方式が高評価

を受け、公立中学を中心に順調にシェアを拡大しつつあります。その結果、全体として売上高６億４千７百万円（前年同期

６億５千４百万円）、営業利益６千３百万円（前年同期営業損失１千６百万円）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は144億９百万円（前連結会計年度末133億１千４百万円）となり10億９千

４百万円の増加となりました。

　これは主として現金及び預金６億７千７百万円、仕掛品１億７千７百万円、その他の流動資産２億９千３百万円の増加な

どによるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末における負債は58億７千９百万円（前連結会計年度末49億５千万円）となり９億２千９百

万円の増加となりました。

　これは主としてその他の流動負債13億９千８百万円増加しておりますが、その内訳は仮受金の増加13億６千８百万円で

あります。

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は85億２千９百万円（前連結会計年度末83億６千４百万円）となり１億６

千５百万円増加いたしました。

　これは主として四半期純利益４千７百万円、その他有価証券評価差額金１億１千８百万円の増加などによるものであり

ます。

 

（省略）

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結会計期間は９億２千５百万円の収入であります。（前第２四半

期連結会計期間は４億５千万円の支出）

　これは主として、その他の資産・負債の増減による流入が28億５千２百万円、売上債権の増減による流出が３億１千５百

万円、投資有価証券評価損が８億７千２百万円減少したことによるものであります。

 

（省略）
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第５【経理の状況】
 

２　監査証明について

（訂正前）

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平

成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法人により四半期レビューを

受けております。

 

（訂正後）

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平

成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法人により四半期レビューを

受けております。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の

四半期連結財務諸表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受け、改めて四半期レビュー報告書を受領しており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

　　（訂正前）

  （単位：千円）

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成21年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,075,641 1,398,252

預け金 6,998 19,977

受取手形及び売掛金 ※２　2,131,697 ※２　2,014,197

有価証券 13,860 13,464

販売用不動産 537,060 537,060

商品 1,295,804 1,365,955

製品 79,386 121,964

仕掛品 708,896 531,038

原材料及び貯蔵品 233,399 248,051

短期貸付金 172,330 54,541

未収入金 97,263 101,150

その他 518,372 225,342

貸倒引当金 △56,723 △123,184

流動資産合計 7,813,988 6,507,811

固定資産   

有形固定資産 ※１ ※１

建物及び構築物（純額） 1,422,917 1,491,782

その他（純額） 2,152,256 2,311,496

有形固定資産合計 3,575,174 3,803,278

無形固定資産   

のれん ※３　597,230 ※３　622,188

その他 136,179 158,598

無形固定資産合計 733,410 780,786

投資その他の資産   

投資有価証券 772,429 764,041

デリバティブ資産 555,488 370,669

敷金 346,945 355,710

出資金及び保証金 414,911 460,377

長期貸付金 1,521,357 1,545,678

破産更生債権等 1,652,861 1,618,848

その他 375,129 371,698

貸倒引当金 △2,501,859 △2,452,679

投資その他の資産合計 3,137,263 3,034,344

固定資産合計 7,445,848 7,618,409

資産合計 15,259,836 14,126,220
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  （単位：千円）

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成21年３月31日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,557,535 1,820,234

短期借入金 539,384 635,533

１年内償還予定の社債 30,000 30,000

未払金 341,340 383,007

未払法人税等 56,625 82,824

未払消費税等 61,323 62,401

未払費用 443,820 417,582

賞与引当金 32,102 34,636

返品調整引当金 29,885 27,704

その他 1,512,356 113,898

流動負債合計 4,604,373 3,607,822

固定負債   

社債 105,000 120,000

長期借入金 497,093 703,019

長期未払金 72,132 90,621

デリバティブ負債 555,488 370,669

退職給付引当金 33,883 35,206

繰延税金負債 1,318 ―

その他 11,845 22,762

固定負債合計 1,276,760 1,342,277

負債合計 5,881,133 4,950,100

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,000,000 10,000,000

資本剰余金 2,146,486 4,707,852

利益剰余金 △742,197 △5,388,174

自己株式 △27,231 △27,226

株主資本合計 9,377,056 9,292,450

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,645 △116,433

評価・換算差額等合計 1,645 △116,433

少数株主持分 ― 102

純資産合計 9,378,702 9,176,120

負債純資産合計 15,259,836 14,126,220

EDINET提出書類

株式会社東理ホールディングス(E01329)

訂正四半期報告書

10/26



　　（訂正後）

  （単位：千円）

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成21年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,075,641 1,398,252

預け金 6,998 19,977

受取手形及び売掛金 ※２　2,102,419 ※２　2,014,197

有価証券 13,860 13,464

販売用不動産 537,060 537,060

商品 1,295,804 1,365,955

製品 79,386 121,964

仕掛品 708,896 531,038

原材料及び貯蔵品 233,399 248,051

短期貸付金 172,330 54,541

未収入金 75,723 89,203

その他 518,372 225,342

貸倒引当金 △56,723 △123,184

流動資産合計 7,763,170 6,495,864

固定資産   

有形固定資産 ※１ ※１

建物及び構築物（純額） 1,422,917 1,491,782

その他（純額） 2,152,256 2,311,496

有形固定資産合計 3,575,174 3,803,278

無形固定資産   

のれん ※３　597,230 ※３　622,188

その他 136,179 158,598

無形固定資産合計 733,410 780,786

投資その他の資産   

投資有価証券 772,429 764,041

デリバティブ資産 555,488 370,669

敷金 346,945 355,710

出資金及び保証金 414,911 460,377

長期貸付金 1,521,357 1,545,678

破産更生債権等 1,652,861 1,618,848

その他 375,129 371,698

貸倒引当金 △3,301,309 △3,252,129

投資その他の資産合計 2,337,813 2,234,894

固定資産合計 6,646,398 6,818,959

資産合計 14,409,568 13,314,824

 

EDINET提出書類

株式会社東理ホールディングス(E01329)

訂正四半期報告書

11/26



  （単位：千円）

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成21年３月31日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,557,535 1,820,234

短期借入金 539,384 635,533

１年内償還予定の社債 30,000 30,000

未払金 341,340 383,007

未払法人税等 56,625 82,824

未払消費税等 59,928 62,401

未払費用 443,820 417,582

賞与引当金 32,102 34,636

返品調整引当金 29,885 27,704

その他 1,512,356 113,898

流動負債合計 4,602,978 3,607,822

固定負債   

社債 105,000 120,000

長期借入金 497,093 703,019

長期未払金 72,132 90,621

デリバティブ負債 555,488 370,669

退職給付引当金 33,883 35,206

繰延税金負債 1,318 ―

その他 11,845 22,762

固定負債合計 1,276,760 1,342,277

負債合計 5,879,739 4,950,100

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,000,000 10,000,000

資本剰余金 2,146,486 4,707,852

利益剰余金 △1,591,071 △6,199,571

自己株式 △27,231 △27,226

株主資本合計 8,528,183 8,481,053

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,645 △116,433

評価・換算差額等合計 1,645 △116,433

少数株主持分 ― 102

純資産合計 8,529,828 8,364,723

負債純資産合計 14,409,568 13,314,824
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（２）【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

　　（訂正前）

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

売上高 15,737,617 11,102,775

売上原価 11,704,545 8,772,412

売上総利益 4,033,072 2,330,363

販売費及び一般管理費 ※　2,723,805 ※　2,284,227

営業利益 1,309,266 46,136

営業外収益   

受取利息 23,459 15,810

受取配当金 502 819

有価証券運用益 109,415 396

受取賃貸料 14,515 15,105

補助金収入 ― 10,320

その他 19,573 24,822

営業外収益合計 167,467 67,274

営業外費用   

支払利息 23,801 17,891

手形売却損 9,470 4,557

支払地代 12,358 12,392

その他 602 8,294

営業外費用合計 46,233 43,135

経常利益 1,430,501 70,275

特別利益   

固定資産売却益 4,000 20,075

貸倒引当金戻入額 628 5,476

投資有価証券売却益 ― 35,194

店舗閉鎖益 10,168 ―

その他 339 6,336

特別利益合計 15,137 67,081

特別損失   

固定資産除売却損 11,792 7,037

投資有価証券評価損 899,011 ―

減損損失 93,245 ―

貸倒引当金繰入額 26,749 22,088

店舗閉鎖損失 2,500 ―

過年度未払労務費 ― 12,100

その他 3,143 1,245

特別損失合計 1,036,441 42,470

税金等調整前四半期純利益 409,197 94,886

法人税、住民税及び事業税 29,678 10,377

法人税等合計 29,678 10,377

少数株主利益又は少数株主損失（△） 15,409 △102

四半期純利益 364,108 84,610
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　　（訂正後）

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

売上高 15,737,617 11,074,892

売上原価 11,704,545 8,772,412

売上総利益 4,033,072 2,302,479

販売費及び一般管理費 ※　2,723,805 ※　2,284,227

営業利益 1,309,266 18,252

営業外収益   

受取利息 18,307 6,217

受取配当金 502 819

有価証券運用益 109,415 396

受取賃貸料 14,515 15,105

補助金収入 ― 10,320

その他 19,573 24,822

営業外収益合計 162,315 57,681

営業外費用   

支払利息 23,801 17,891

手形売却損 9,470 4,557

支払地代 12,358 12,392

その他 602 8,294

営業外費用合計 46,233 43,135

経常利益 1,425,349 32,798

特別利益   

固定資産売却益 4,000 20,075

貸倒引当金戻入額 148,628 5,476

投資有価証券売却益 ― 35,194

店舗閉鎖益 10,168 ―

その他 339 6,336

特別利益合計 163,137 67,081

特別損失   

固定資産除売却損 11,792 7,037

投資有価証券評価損 899,011 ―

減損損失 93,245 ―

貸倒引当金繰入額 123,449 22,088

店舗閉鎖損失 2,500 ―

過年度未払労務費 ― 12,100

その他 3,143 1,245

特別損失合計 1,133,141 42,470

税金等調整前四半期純利益 455,345 57,409

法人税、住民税及び事業税 29,678 10,377

法人税等合計 29,678 10,377

少数株主利益又は少数株主損失（△） 15,409 △102

四半期純利益 410,256 47,134
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【第２四半期連結会計期間】

　　（訂正前）

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

売上高 8,111,886 5,580,492

売上原価 5,616,041 4,425,665

売上総利益 2,495,845 1,154,826

販売費及び一般管理費 ※　1,347,216 ※　1,138,356

営業利益 1,148,629 16,470

営業外収益   

受取利息 12,908 9,173

受取配当金 22 16

有価証券運用益 41,370 297

受取賃貸料 6,865 7,696

補助金収入 ― 2,594

その他 6,135 15,962

営業外収益合計 67,304 35,739

営業外費用   

支払利息 12,811 7,406

手形売却損 4,335 1,918

支払地代 6,422 5,936

その他 209 2,537

営業外費用合計 23,778 17,798

経常利益 1,192,155 34,410

特別利益   

固定資産売却益 3,931 ―

貸倒引当金戻入額 ― 1,330

投資有価証券売却益 ― 15,377

店舗閉鎖益 10,168 ―

その他 339 3,167

特別利益合計 14,440 19,874

特別損失   

固定資産除売却損 10,843 7,037

投資有価証券評価損 872,293 ―

減損損失 93,245 ―

貸倒引当金繰入額 26,749 15,328

店舗閉鎖損失 2,500 ―

過年度未払労務費 ― 12,100

その他 3,143 260

特別損失合計 1,008,774 34,726

税金等調整前四半期純利益 197,821 19,559

法人税、住民税及び事業税 20,002 6,141

法人税等合計 20,002 6,141

少数株主利益又は少数株主損失（△） 9,639 △29

四半期純利益 168,179 13,447
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　　（訂正後）

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

売上高 8,111,886 5,552,609

売上原価 5,616,041 4,425,665

売上総利益 2,495,845 1,126,943

販売費及び一般管理費 ※　1,347,216 ※　1,138,356

営業利益又は営業損失（△） 1,148,629 △11,413

営業外収益   

受取利息 11,188 4,050

受取配当金 22 16

有価証券運用益 41,370 297

受取賃貸料 6,865 7,696

補助金収入 ― 2,594

その他 6,135 15,962

営業外収益合計 65,584 30,616

営業外費用   

支払利息 12,811 7,406

手形売却損 4,335 1,918

支払地代 6,422 5,936

その他 209 2,537

営業外費用合計 23,778 17,798

経常利益 1,190,435 1,404

特別利益   

固定資産売却益 3,931 ―

貸倒引当金戻入額 148,000 1,330

投資有価証券売却益 ― 15,377

店舗閉鎖益 10,168 ―

その他 339 3,167

特別利益合計 162,440 19,874

特別損失   

固定資産除売却損 10,843 7,037

投資有価証券評価損 872,293 ―

減損損失 93,245 ―

貸倒引当金繰入額 123,449 15,328

店舗閉鎖損失 2,500 ―

過年度未払労務費 ― 12,100

その他 3,143 260

特別損失合計 1,105,474 34,726

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

247,401 △13,446

法人税、住民税及び事業税 20,002 6,141

法人税等合計 20,002 6,141

少数株主利益又は少数株主損失（△） 9,639 △29

四半期純利益又は四半期純損失（△） 217,758 △19,558
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　　（訂正前）

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 409,197 94,886

減価償却費 285,563 282,912

減損損失 93,245 －

のれん償却額 27,796 24,957

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21,582 21,365

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,397 △2,533

返品調整引当金の増減額（△は減少） △9,587 2,180

退職給付引当金の増減額（△は減少） 725 △1,323

受取利息及び受取配当金 △23,962 △16,630

支払利息 23,801 17,891

手形売却損 9,470 4,557

有価証券運用損益（△は益） △109,415 △396

固定資産売却損益（△は益） △3,059 △20,075

有形固定資産除却損 10,851 7,037

投資有価証券評価損益（△は益） 899,011 △35,194

店舗閉鎖益 △10,168 －

売上債権の増減額（△は増加） 456,938 △145,348

たな卸資産の増減額（△は増加） 318,638 △59,835

仕入債務の増減額（△は減少） △309,717 △260,831

その他の資産・負債の増減額 △1,431,824 1,041,291

未払消費税等の増減額（△は減少） △99,074 △1,035

その他の支出 △3,950 △545

小計 575,457 953,330

利息及び配当金の受取額 13,570 12,140

利息の支払額 △23,801 △17,891

手形売却損の支払額 △9,470 △4,557

法人税等の支払額 △60,767 △35,546

営業活動によるキャッシュ・フロー 494,988 907,476

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △5,245,210 －

有価証券の売却による収入 5,443,277 －

有形固定資産の取得による支出 △325,936 △44,934

有形固定資産の売却による収入 8,346 26,921

投資有価証券の取得による支出 △27,497 △75,783

投資有価証券売却による収入 － 225,661

貸付けによる支出 △688,200 △207,000

貸付金の回収による収入 62,836 136,398

連結範囲変更に伴う子会社株式の売却による支出 － △3,360

無形固定資産の取得による支出 △14,255 △9,514

無形固定資産の売却による収入 20,839 27,043

投資活動によるキャッシュ・フロー △765,797 75,432
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △473,620 △30,945

長期借入れによる収入 400,900 8,000

長期借入金の返済による支出 △149,731 △260,180

社債の償還による支出 △10,000 △15,000

配当金支払額 △22,421 △390

自己株式の取得による支出 △3 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △254,875 △298,520

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △525,683 684,387

現金及び現金同等物の期首残高 2,465,900 1,398,252

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　1,940,216 ※　2,082,640
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　　（訂正後）

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 455,345 57,409

減価償却費 285,563 282,912

減損損失 93,245 －

のれん償却額 27,796 24,957

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29,717 21,365

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,397 △2,533

返品調整引当金の増減額（△は減少） △9,587 2,180

退職給付引当金の増減額（△は減少） 725 △1,323

受取利息及び受取配当金 △18,810 △7,037

支払利息 23,801 17,891

手形売却損 9,470 4,557

有価証券運用損益（△は益） △109,415 △396

固定資産売却損益（△は益） △3,059 △20,075

有形固定資産除却損 10,851 7,037

投資有価証券評価損益（△は益） 899,011 △35,194

店舗閉鎖益 △10,168 －

売上債権の増減額（△は増加） 456,938 △116,070

たな卸資産の増減額（△は増加） 318,638 △59,835

仕入債務の増減額（△は減少） △309,717 △260,831

その他の資産・負債の増減額 △1,431,824 1,041,291

未払消費税等の増減額（△は減少） △99,074 △2,429

その他の支出 △3,950 △545

小計 575,457 953,330

利息及び配当金の受取額 13,570 12,140

利息の支払額 △23,801 △17,891

手形売却損の支払額 △9,470 △4,557

法人税等の支払額 △60,767 △35,546

営業活動によるキャッシュ・フロー 494,988 907,476

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △5,245,210 －

有価証券の売却による収入 5,443,277 －

有形固定資産の取得による支出 △325,936 △44,934

有形固定資産の売却による収入 8,346 26,921

投資有価証券の取得による支出 △27,497 △75,783

投資有価証券売却による収入 － 225,661

貸付けによる支出 △688,200 △207,000

貸付金の回収による収入 62,836 136,398

連結範囲変更に伴う子会社株式の売却による支出 － △3,360

無形固定資産の取得による支出 △14,255 △9,514

無形固定資産の売却による収入 20,839 27,043

投資活動によるキャッシュ・フロー △765,797 75,432

 

EDINET提出書類

株式会社東理ホールディングス(E01329)

訂正四半期報告書

19/26



  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △473,620 △30,945

長期借入れによる収入 400,900 8,000

長期借入金の返済による支出 △149,731 △260,180

社債の償還による支出 △10,000 △15,000

配当金支払額 △22,421 △390

自己株式の取得による支出 △3 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △254,875 △298,520

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △525,683 684,387

現金及び現金同等物の期首残高 2,465,900 1,398,252

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　1,940,216 ※　2,082,640
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【注記事項】

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 

（省略）

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　（訂正前）

 
ダイカスト
事業
（千円）

食品流通事
業
（千円）

酒類製造事
業
（千円）

教育関連事
業
（千円）

不動産事業
（千円）

その他の事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高          

(1）外部顧客に対する
売上高

1,190,4712,780,430779,232675,836 47 154,4745,580,492 － 5,580,492

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － 7,087 － － － 7,087△7,087 －

計 1,190,4712,780,430786,319675,836 47 154,4745,587,580△7,0875,580,492

営業利益または営業
損失（△）

28,684△12,64569,55391,016△4,127△10,621161,860(145,390)16,470

 

（省略）

 

　　（訂正後）

 
ダイカスト
事業
（千円）

食品流通事
業
（千円）

酒類製造事
業
（千円）

教育関連事
業
（千円）

不動産事業
（千円）

その他の事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高          

(1）外部顧客に対する
売上高

1,190,4712,780,430779,232647,952 47 154,4745,552,609 － 5,552,609

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － 7,087 － － － 7,087△7,087 －

計 1,190,4712,780,430786,319647,952 47 154,4745,559,696△7,0875,552,609

営業利益または営業
損失（△）

28,684△12,64569,55363,132△4,127△10,621133,977(145,390)△11,413

 

（省略）
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 

（省略）

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　（訂正前）

 
ダイカスト
事業
（千円）

食品流通事
業
（千円）

酒類製造事
業
（千円）

教育関連事
業
（千円）

不動産事業
（千円）

その他の事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高          

(1）外部顧客に対する
売上高

2,257,7965,584,0031,652,9831,309,375142 298,47311,102,775－ 11,102,775

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － 18,171 － － 251 18,422△18,422 －

計 2,257,7965,584,0031,671,1551,309,375142 298,72411,121,198△18,42211,102,775

営業利益または営業
損失（△）

△12,13173,300207,403112,724△6,255△26,062348,979(302,843)46,136

 

（省略）

 

　　（訂正後）

 
ダイカスト
事業
（千円）

食品流通事
業
（千円）

酒類製造事
業
（千円）

教育関連事
業
（千円）

不動産事業
（千円）

その他の事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高          

(1）外部顧客に対する
売上高

2,257,7965,584,0031,652,9831,281,491142 298,47311,074,892－ 11,074,892

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － 18,171 － － 251 18,422△18,422 －

計 2,257,7965,584,0031,671,1551,281,491142 298,72411,093,314△18,42211,074,892

営業利益または営業
損失（△）

△12,13173,300207,40384,840△6,255△26,062321,095(302,843)18,252

 

（省略）
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（１株当たり情報）

　　（訂正前）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

100.76円 9.86円

 

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

 

１株当たり四半期純利益 0.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

 

１株当たり四半期純利益 0.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 364,108 84,610

普通株式に係る四半期純利益（千円） 364,108 84,610

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 934,810 93,080

３　当社は、平成21年７月31日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の開始の日に当該株式併合が行われたものと仮定した場合における前第２四半期連結累計期間に係る１株当

たり四半期純利益金額は3.90円であります。

 

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 

１株当たり四半期純利益 0.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

 

１株当たり四半期純利益 0.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 168,179 13,447

普通株式に係る四半期純利益（千円） 168,179 13,447

普通株式に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 934,810 93,215

３　当社は、平成21年７月31日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の開始の日に当該株式併合が行われたものと仮定した場合における前第２四半期連結会計期間に係る１株当

たり四半期純利益金額は1.80円であります。
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　　（訂正後）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

91.64円 8.99円

 

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

 

１株当たり四半期純利益 0.44円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

 

１株当たり四半期純利益 0.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 410,256 47,134

普通株式に係る四半期純利益（千円） 410,256 47,134

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 934,810 93,080

３　当社は、平成21年７月31日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の開始の日に当該株式併合が行われたものと仮定した場合における前第２四半期連結累計期間に係る１株当

たり四半期純利益金額は4.39円であります。

 

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 

１株当たり四半期純利益 0.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

 

１株当たり四半期純損失（△） △0.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

―円

　

　（注）１　前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。また、当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり

四半期純損失であり、かつ、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
217,758 △19,558

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
217,758 △19,558

普通株式に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 934,810 93,215

３　当社は、平成21年７月31日付けで普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の開始の日に当該株式併合が行われたものと仮定した場合における前第２四半期連結会計期間に係る１株当

たり四半期純利益金額は2.33円であります。

 

EDINET提出書類

株式会社東理ホールディングス(E01329)

訂正四半期報告書

24/26



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 

平成24年７月31日

株式会社東理ホールディングス

取締役会　御中

 

ＫＤＡ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小田　啓志郎

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東理ホール

ディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る訂正報

告書の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東理ホールディングス及び連結子会社の平成20年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

追記情報

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規

定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の四半期連結財務諸表について四半期レ

ビューを行った。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 

平成24年７月31日

株式会社東理ホールディングス

取締役会　御中

 

ＫＤＡ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 園田　光基

 

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小田　啓志郎

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東理ホール

ディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る訂正報

告書の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東理ホールディングス及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

追記情報

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規

定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の四半期連結財務諸表について四半期レ

ビューを行った。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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